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中央環境審議会水環境部会の小委員会の設置について 

 

平成２２年８月２５日 

水 環 境 部 会 決 定 

平成２５年４月１０日改正 

平成２６年９月１１日改正 

 

 

 中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定）

第８条第１項の規定に基づき、中央環境審議会水環境部会に置く小委員会につ

いて次のとおり定める。 

 

１．中央環境審議会水環境部会に、瀬戸内海環境保全小委員会を置く。 

 

２．瀬戸内海環境保全小委員会においては、瀬戸内海環境保全特別措置法（法

律第１１０号）（以下「法」という。）に関する以下の事項について調査審

議する。 

 （１）法第３条第２項（基本計画） 

 （２）法第１３条第２項（埋立て等についての基本的な方針） 

 （３）その他法の施行状況の点検及びその結果に基づく所要の措置 

 

３．瀬戸内海環境保全小委員会の決議は、部会長の同意を得て、水環境部会の

決議とすることができる。 

 

４．部会長は、瀬戸内海環境保全小委員会に出席し、意見を述べることができ

る。 
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「瀬戸内海における今後の環境保全の方策の在り方」に係る検討の進め方について 

 

本年度は、過年度までの主な課題の整理結果等を踏まえつつ、瀬戸内法の施行状況等

を勘案した上で、課題解決に向けた方策等を検討し、瀬戸内海における今後の環境保全

の方策の在り方（答申）についてとりまとめる。 

次のとおり審議を進める。 

過年度までの検討 

 

↓ 

  ＜令和元年度＞ 

 
↓ 

 
↓ 

 

↓ 

 
↓ 

 

↓ 

 

◇栄養塩類と水産資源の関係等に係る調査・検討（平成 27～29 年度） 

◇湾・灘ごとの総合検討 

－地域の課題等についてのヒアリング（「水質の保全及び管理」及び「水産

資源の持続的な利用の確保」を中心に実施）（平成 30 年度） 

－湾・灘ごとの水環境等の状況の整理（平成 30年度） 

－「水環境等と水産資源に係る主な課題」のとりまとめ（平成 30年度） 

◇方策の在り方についての検討に係る背景等の確認、今後の進め方の検討 

第 14 回小委員会 （令和元年６月 25 日） 

◇関係機関等からヒアリングの実施  第 15 回小委員会（９月 10 日）以降 

第 16 回（９月 25 日）、第 17 回（10 月８日）、第 18 回（10 月 18 日）を予定 

（ヒアリング項目） 

１）地域の課題等（過年度のヒアリングの積み残し項目である「沿岸域の環境の

保全、再生及び創出」及び「自然景観及び文化的景観の保全」を中心に実施） 

２）課題解決に向けた今後の必要な方策  

３）関係行政機関における瀬戸内法の施行状況等 

４）関係研究機関等による最新の調査・研究の実施状況等     等 

（ヒアリング対象） 

表１のとおり。ただし、追加的なヒアリングの必要性を随時検討する。 

◇ヒアリング結果のとりまとめ・論点整理 

◇方策の在り方について（素案）の審議 

一般意見の募集（パブリックコメント） 

◇とりまとめ（答申） 

［瀬戸内海環境保全小委員会（第 15回・９月 10日開催）資料２］ 
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表１ 令和元年度 瀬戸内海環境保全小委員会におけるヒアリング 一覧 

  ヒアリング対象者 

関係府県 

大阪府 

兵庫県 

岡山県 

広島県 

山口県 

徳島県 

香川県 

愛媛県 

学識者 

大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 教授 西田 修三 

関西学院大学総合政策学部総合政策学科 教授 佐山 浩 

徳島大学環境防災研究センター 教授 上月 康則 

広島工業大学 名誉教授 上嶋 英機 

漁業関係 瀬戸内海関係漁連・漁協連絡会議  

地域団体 

笠岡市立カブトガニ博物館  

特定非営利活動法人里海づくり研究会議 

特定非営利活動法人水辺に遊ぶ会  

研究機関 

国立研究開発法人国立環境研究所地域環境研究センター  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 
瀬戸内海区水産研究所生産環境部環境動態グループ  
国立研究開発法人水産研究・教育機構 
瀬戸内海区水産研究所生産環境部藻場生産グループ  

関係省庁 

文部科学省 

農林水産省 

国土交通省 

環境省 

※ 敬称略 

※ 白は第 15 回、黄は第 16 回、橙は第 17 回、青は第 18 回のヒアリング対象者 

※ 審議の中で追加的なヒアリングの必要性を随時検討する。 




